
８．税効果会計に関する注記
　（１）繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳
　　　　　繰延税金資産
　　　　　　　貸倒引当金 千円
　　　　　　　退職給付引当金 千円
　　　　　　　特例業務負担金引当金 千円
　　　　　　　賞与引当金 千円
　　　　　　　減損損失 千円
　　　　　　　部会貯金残高 千円
　　　　　　　繰越欠損金 千円
　　　　　　　その他 千円
　　　　　　　繰延税金資産小計 千円
　　　　　　　評価性引当額 千円
　　　　　　繰延税金資産合計（Ａ） 千円

　　　　　繰延税金負債
　　　　　　　その他有価証券評価差額金 千円
　　　　　　繰延税金負債合計（Ｂ） 千円
　　　　　繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ） 千円

　（２）法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
　　　　　当組合は、税引前当期損失を計上しているため、注記を省略しております。

９．収益認識に関する注記
　（１）収益を理解するための基礎となる情報
　　　　「重要な会計方針に係る事項に関する注記（５）収益および費用の計上基準」に同一の内容を
　　　記載しているため、注記を省略しております。

10．その他の注記
　（１）資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
　　　①当該資産除去債務の概要
　　　　　当組合は、一部の建物に使用されているアスベストについて、解体時に石綿障害予防規則が
　　　　要求する特別な方法で除去する義務を有していることから、当該除去費用を合理的に見積り、
　　　　資産除去債務を計上しております。

　　　②当該資産除去債務の金額の算定方法
  　　　　資産除去債務の見積りにあたり、支出までの見込期間は当該建物の残存耐用年数（20年）に
　  　　よっており、割引率は当該年数に見合う国債の流通利回り（ 2.1％）を使用して資産除去債務
　　　　の金額を算定しております。

　　　③当事業年度末における当該資産除去債務の総額の増減
　　　　　期首残高 千円
　　　　　時の経過による調整額 千円
　　　　　期末残高 千円

1,216,109
39,036

1,514,506
△1,432,708

81,798

△1,737
△1,737
80,060

4,505
94

4,600

18,840

24,733
76,798
41,143
22,974
74,869
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４４．．剰剰余余金金処処分分計計算算書書  

　（単位：千円）

 ２．剰余金処分額

(注)１．普通出資に対する配当金の割合は、次のとおりです。

令和５年度 0.6％

　２．目的積立金の種類、積立目的、積立目標額、積立基準等は次のとおりです。

【営農振興積立金】

営農指導に係る費用の全部又は一部を財務収益で確保することを目的

とする

3,500,000 千円

毎期の剰余金の５分の１に相当する金額以上の金額を積み立てる

目標積立金額の財務収益を確保することを目的としているので、取り

崩しは行わないこととする（取り崩す場合は総代会での決議が必要）

【施設等整備積立金】

主要な施設の建設や大規模修繕および設備や電算システムの更新に備

えるため

800,000 千円

毎期任意に積み立てる

主要な施設の建設や大規模修繕および設備や電算システムの更新を行

う場合、理事会の決議により必要と認めた額を取り崩す

科　 　目 令和５年度 令和６年度

 １．当期未処分剰余金 228,715 

(1) 利益準備金 31,000 

(2) 任意積立金 101,000 

（営農振興積立金）

（経営安定対策積立金） (35,000)

(3) 出資配当金 29,664 

161,664 

(31,000)

（施設等整備積立金） (35,000)

普通出資に対する配当金 29,664 

 ３．次期繰越剰余金 67,051 

（ 積 立 目 的 ）

（積立目標額）

（ 積 立 基 準 ）

（ 取 崩 基 準 ）

（ 積 立 目 的 ）

（積立目標額）

（ 積 立 基 準 ）

（ 取 崩 基 準 ）
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【経営安定対策積立金】

新たな会計基準（税効果会計、減損会計および資産除去債務等）やＢ

ＣＰ等の経営上のリスクに対応し、組合経営の安定および健全な発展

を図ることを目的とする

1,000,000 千円

毎期任意に積み立てる

次の事象が生じた場合に、理事会の決議により必要と認めた金額を取

り崩す

①  新たな会計基準や経営リスクへの対応により、多額の損失が生じ

　た場合

②  債権等資産の償却および固定資産の減損処理により、多額の損失

  が生じた場合

③  繰延税金資産の取り崩しにより、多額の損失が生じた場合

　 【肥料協同購入積立金】

肥料価格の期中変動があった場合、農家負担の軽減を図り農家の経営

安定に資することを目的とする

1,453 千円

本組合の積立目標額は、 1,453,518円とする

肥料価格が期中に上昇し、農家に相当の負担が発生する場合、高知県

農業協同組合の通知に基づき積立額を限度として価格上昇相当額を取

り崩すものとする

    ３．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越額が

　　　含まれており、金額は次のとおりです。

令和５年度 10,000 千円

５５．．損損失失金金処処理理計計算算書書

　（単位：千円）

 ２．損失金処理額

令和６年度

（ 積 立 目 的 ）

（積立目標額）

（ 積 立 基 準 ）

（ 取 崩 基 準 ）

（ 積 立 目 的 ）

（積立目標額）

（ 積 立 基 準 ）

（ 取 崩 基 準 ）

科　　　　　目 令和５年度

 １．当期未処理損失金 4,244,585          

4,244,585          

(574,800)

（経営安定対策積立金取崩額） (400,000)

（肥料協同購入積立金取崩額） (1,453)

（営農振興積立金取崩額）

 ３．次期繰越損失金 －                  

（特別積立金取崩額） (1,696,430)

 (2)　利益準備金取崩額 1,008,901          

 (1)　任意積立金取崩額 3,235,684          

（施設等整備積立金取崩額） (563,000)
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６６．．部部門門別別損損益益計計算算書書

（（令令和和５５年年度度））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

3,551,665 1,345,748 831,322   725,229   635,100   14,264    

1,166,992 162,039   53,692    471,760   459,225   20,275    

2,384,673 1,183,709 777,630   253,469   175,874   △6,010   

2,315,255 818,699   697,075   486,322   185,065   128,091   

(95,389) (34,998) (20,020) (28,635) (11,317) (417)

(1,646,971) (558,459) (543,544) (301,958) (132,441) (110,567)

238,476 174,744   110,632   39,324    13,597    △576,774 

(5,800) (4,329) (1,063) (299) (104) △11,597  

(90,073) (65,695) (48,543) (18,150) (6,207) △228,668 

69,418    365,009   80,554    △232,852 △9,190   △134,102 

130,728   52,809    39,110    26,759    8,900     3,148     

52,173    39,110    21,811    8,898     3,148     △125,142 

4,431     1,648     1,237     1,446     71        27        

1,648     1,237     300       82        28        △3,297   

195,715   416,171   118,428   △207,540 △362     △130,981 

6,565     － － 6,565     － －

－ － － － － －

12,114    2,400     1,562     7,480     670       0         

2,400     1,562     0         － － △3,963   

190,166   413,770   116,865   △208,455 △1,033   △130,981 

64,689    42,497    13,852    9,942     △130,981 

190,166   349,081   74,368    △222,307 △10,976  

（注）
１．⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分。

２．共通管理費等および営農指導事業の他部門への配賦基準等は、次のとおりです。

　(1) 共通管理費等
　　　事業総利益割・人役割・人件費以外の管理費割の３つの割合の平均を基準として配賦しています。
   
　(2) 営農指導事業
　　　事業総利益割で配賦しています。

３．配賦割合（２の配賦基準で算出した配賦の割合）は、次のとおりです。

42% 30% 19% 7% 2% 100%

49% 32% 11% 8% 100%

営農指導事業分配賦金額　⑲

事業利益　⑧（③－④）

事業外収益　⑨

 うち共通分　⑩

事業外費用　 ⑪

営農指導
事　業

計

共通管理費等

営農指導事業

営農指導事業分配賦後
税引前当期利益 ⑳
（⑱－⑲）

区　　　分
信　用
事　業

共　済
事　業

農業関連
事　業

生活その他
事　業

 うち共通分　⑰

税引前当期利益 ⑱
（⑬＋⑭－⑯）

計
信　用
事　業

共　済
事　業

　（うち人件費⑤'）

 うち共通管理費⑥

（うち減価償却費⑦）

 うち共通分　⑫

経常利益 ⑬（⑧＋⑨－⑪）

特別利益　⑭

 うち共通分  ⑮

特別損失　⑯

（うち人件費⑦’）

営農指導
事　業

共通管理費等
農業関連
事　業

生活その他
事　業

　（うち減価償却費⑤）

事業管理費  ④

区　　　分

事業収益　①

事業費用　②

事業総利益③（①－②）
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【経営安定対策積立金】

新たな会計基準（税効果会計、減損会計および資産除去債務等）やＢ

ＣＰ等の経営上のリスクに対応し、組合経営の安定および健全な発展

を図ることを目的とする

1,000,000 千円

毎期任意に積み立てる

次の事象が生じた場合に、理事会の決議により必要と認めた金額を取

り崩す

①  新たな会計基準や経営リスクへの対応により、多額の損失が生じ

　た場合

②  債権等資産の償却および固定資産の減損処理により、多額の損失

  が生じた場合

③  繰延税金資産の取り崩しにより、多額の損失が生じた場合

　 【肥料協同購入積立金】

肥料価格の期中変動があった場合、農家負担の軽減を図り農家の経営

安定に資することを目的とする

1,453 千円

本組合の積立目標額は、 1,453,518円とする

肥料価格が期中に上昇し、農家に相当の負担が発生する場合、高知県

農業協同組合の通知に基づき積立額を限度として価格上昇相当額を取

り崩すものとする

    ３．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越額が

　　　含まれており、金額は次のとおりです。

令和５年度 10,000 千円

５５．．損損失失金金処処理理計計算算書書

　（単位：千円）

 ２．損失金処理額

令和６年度

（ 積 立 目 的 ）

（積立目標額）

（ 積 立 基 準 ）

（ 取 崩 基 準 ）

（ 積 立 目 的 ）

（積立目標額）

（ 積 立 基 準 ）

（ 取 崩 基 準 ）

科　　　　　目 令和５年度

 １．当期未処理損失金 4,244,585          

4,244,585          

(574,800)

（経営安定対策積立金取崩額） (400,000)

（肥料協同購入積立金取崩額） (1,453)

（営農振興積立金取崩額）

 ３．次期繰越損失金 －                  

（特別積立金取崩額） (1,696,430)

 (2)　利益準備金取崩額 1,008,901          

 (1)　任意積立金取崩額 3,235,684          

（施設等整備積立金取崩額） (563,000)
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（（令令和和６６年年度度））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

3,530,934   1,345,881   815,232   694,083   662,186   13,551    

5,546,974   4,554,447   50,655    431,899   488,208   21,762    

△2,016,039 △3,208,566 764,576   262,183   173,977   △8,210   

2,300,317   716,132     754,806   508,577   190,555   130,245   

(106,412) (38,241) (21,160) (35,075) (11,672) (263)

(1,604,729) (511,362) (551,331) (301,629) (129,010) (111,395)

136,712     243,817   128,513   49,464    14,042    △572,550 

(3,127) (5,895) (1,074) (305) (87) △10,491  

(49,849) (86,849) (54,340) (21,839) (6,146) △219,026 

△4,316,357 △3,924,698 9,769     △246,394 △16,577  △138,455 

122,719     26,997      53,889    28,281    10,578    2,974     

26,367      53,889    24,310    10,576    2,974     △118,117 

5,351       1,010       1,918     1,876     453       93        

1,005       1,913     439       141       40        △3,539   

△4,198,988 △3,898,711 61,740    △219,989 △6,452   △135,574 

24,396      － － 24,396    － －

－ － － － － －

34,294      2,765       5,793     24,614    1,121     －

2,493       5,793     55        － － △8,342   

△4,208,887 △3,901,476 55,946    △220,208 △7,574   △135,574 

177         85,806    29,424    20,166    △135,574 

△4,208,887 △3,901,654 △29,859  △249,632 △27,740  

（注）
１．⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分。

２．共通管理費等および営農指導事業の他部門への配賦基準等は、次のとおりです。

　(1) 共通管理費等
　　　事業総利益割・人役割・人件費以外の管理費割の３つの割合の平均を基準として配賦しています。
   
　(2) 営農指導事業
　　　事業総利益割で配賦しています。

３．配賦割合（２の配賦基準で算出した配賦の割合）は、次のとおりです。

24% 43% 22% 9% 2% 100%

0% 63% 22% 15% 100%

７７．．会会計計監監査査人人のの監監査査

　令和６年度の貸借対照表、損益計算書、損失金処理計算書および注記表は、農業協同組合法第37条

の２第３項の規定に基づき、みのり監査法人の監査を受けております。

　（うち減価償却費⑤）

　（うち人件費⑤'）

事業管理費  ④

区　　　分 計
信　用
事　業

共　済
事　業

営農指導
事　業

共通管理費等

事業収益　①

事業費用　②

事業総利益③（①－②）

農業関連
事　業

生活その他
事　業

 うち共通管理費⑥

（うち減価償却費⑦）

営農指導事業分配賦金額　⑲

事業利益　⑧（③－④）

事業外収益　⑨

 うち共通分　⑩

事業外費用　 ⑪

 うち共通分　⑫

経常利益 ⑬（⑧＋⑨－⑪）

特別利益　⑭

 うち共通分  ⑮

特別損失　⑯

 うち共通分　⑰

税引前当期利益 ⑱
（⑬＋⑭－⑯）

（うち人件費⑦’）

営農指導
事　業

計

共通管理費等

営農指導事業

営農指導事業分配賦後
税引前当期利益 ⑳
（⑱－⑲）

区　　　分
信　用
事　業

共　済
事　業

農業関連
事　業

生活その他
事　業
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